
また、各主体のボランティア活動を促す「安曇
野ウォータープラン・サポート制度」に取組み、
平成 30 年度からは家庭用井戸を対象に、市が水質
検査費を補助する代わりに市民が週 1回の地下水
位測定と報告に協力する「水質検査費の補助制度」
が始まっている。

７．近年の主な成果（国関連）
流域水循環計画認定から2年が経過した。この間

の本市の主な国関連の成果は次の通りである（表-1）、
（写真-3）。

８．求められる合意形成
本市は、施策の継続的取組みに必要な資金調達
について検討するため平成 30 年度に資金調達専
門部会を設置した。前述のとおり、地下水利用が
多用途・多量で、当たり前に恵まれた水環境の中、
未然防止に取り組む本市にとって資金調達実現の

鍵は「合意形成」にある。
そして、普段目に見えない地下水の合意形成に
は、見える化・魅せる化や科学的知見に基づく分
かりやすく丁寧な説明による利害関係者の理解促
進が求められる。

９．課題解決に向けて
本市にとって地下水は貴重な地域資源である。
他方、当たり前に恵まれた水環境の保全に継続的
に取り組むには、保全のみの視点では限界がある。
何のために保全するのか。具体的には、本市の環境・
社会・経済に与える地下水の価値を踏まえ、安曇
野市の地下水資源が、将来的にも健全な状態を維
持し、安定的に活用されることが、ひいては安曇
野市の持続的な地域活動の実現につながることを
正しく伝え、理解される必要がある。このためには、
保全と利用のバランスを意識し、行政主導による
一律の規制によらない新たな仕組みづくりが求め
られ、科学的知見や手法（技術）、財源が欠かせない。
このような中、国は「流域水循環計画」に基づき
実施される施策の一部の交付金の配分に当たり配
慮する政策を打ち出した。今後は、企業の動機付
けとして、温暖化対策や SDGs のように水への関
心が高まる社会づくりを期待する。

10．今後の展望
今後は、本市の強みである地下水を「将来も安全・
安心に有効（適正）利用するために、保全に取り
組む」前向きな視点に立ち、これらの課題を解決
するために大学など研究機関の研究成果や民間活
力を活用した地下水マネジメントを進めることで、
利害関係者の合意形成を図り各主体が地下水保全
活動に取組みやすい実行環境整備や持続可能な資
金確保を実現し安曇野の水環境を次世代に引き継
ぐ（写真-4）。

写真︲2　出前講座を聴講する児童・生徒

年度 内　　容

H30 【内閣官房】「先進的な流域マネジメントに関するモデル調査」選定

H30 【内閣官房】流域水循環アドバイザー会議・視察の安曇野市開催

H30 【国土交通省】「地下水の見える化（図面化手法）調査」パイロット地域選定

H30 【国土交通省】「地下水マネジメントのススメ」セミナーに於いて事例報告

R1 【国土交通省】国土交通大臣表彰「水資源功績者表彰」受賞

表 ︲1　近年の成果（国関連）

写真︲3　近年の成果（国関連）
写真︲4　北アルプスと拾ケ堰（世界かんがい施設遺産）
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１．はじめに
大規模地震等の災害時には水道施設の機能が停

止し、生活に不可欠な水供給が停止する恐れがあ
る。このような非常時における水源として地下水
利用が有効であるが、無計画な地下水利用は、広
域地盤沈下を引き起こし、その後の浸水リスクの
増大など様々な問題を引き起こすことが懸念され
る。この課題に対し、戦略的イノベーション創造
プログラム（SIP）「国家レジリエンス（防災・減災）
の強化」では、どこでどの程度の揚水が可能であ
るかを判定するシステムの開発を進めている。
上記システムは、水循環解析モデルをベースと

しているが、解析精度の向上には地盤構造を適切
に把握する必要がある。しかし、既往資料等が不
足する場合も多く、モデル構築が適切に行えない
ことも想定される。このような状況の中、見えな
い地下構造をいかに効率的に把握するかも重要な
課題である。
SIP では、広範囲な地下構造を時間をかけずに

把握する手法として、微動アレイ探査や浅層反射
法に加え、ドローンを用いた空中電磁探査を、濃
尾平野に適用し、断層付近の透水性を含む水理構
造の把握を試みている。

２．SIP における取り組み
2018 年からスタートした SIP にて、「災害時地

下水利用システム開発」を進めている。
このシステム開発は、環境に大きな影響を及ぼ

すことなく地域の実情に応じて利用できる地下水
を定量的に明らかにし、地震、洪水等の非常時に
際し強靭な水供給システムを開発することにより、
水供給サービスの被害最小化に資することを目的
とするものである。政府、自治体や流域協議会（水
循環基本計画に定める流域水循環協議会）が実装
し、BCPの策定（防災用井戸の配置計画、ポンプ
の仕様等の検討）を含む事前準備や非常時におけ
る意思決定に利用されることを想定している。
このシステムは、図 1に示すように地下水・地盤
の挙動を数値シミュレーションによる解析するシス
テム、地下水・地盤の挙動を監視するモニタリング
システム、それらをもとに給水可能施設を地図上に

整理して表示・提供するシステムにより構成され、
非常時における水需要と水供給を含めた水源の確保
状況をリアルタイムで把握し、利用可能な地下水の
量と場所を特定するのに資するものである。

３．水循環解析モデル
地盤沈下等を引き起こさない程度に、いつ、ど
こで、どれほどの揚水が可能であるのかを定量的
に把握するために、水循環解析モデルを用いるこ
ととしている。対象地域の基盤モデル（地質・地形・
土地利用等）を基に数値モデルを構築し、そこへ
気象条件や揚水条件を与え、地下水の水位変動を
シミュレーションし、その結果をもとに地盤沈下
量も推定することで、揚水量と沈下量の関係を時
空間的に評価することが出来ると考えている。
現在、濃尾平野を対象に水循環解析モデルの構
築を進めているところであるが、その数値シミュ

災害時における地下水利用に向けた水循環解析
モデル構築と物理探査技術の適用について

応用地質株式会社　五十嵐　崇博

図 1．「災害時地下水利用システム」のイメージ

図 2．「GETFLOWS」が扱う水循環システム

株式会社地圏環境テクノロジー　HP
https://www.getc.co.jp/getfl ows/
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レーション手法として、流域を対象とした水循
環解析の分野において国内で多くの実績を有す
る「GETFLOWS」（GEneral purpose Terrestrial 
fl uid-FLOW Simulator）を採用している。この手
法は、図 2に示すように陸域における水循環シス
テムを多相多成分流体系として定式化し、従来困
難であった地上および地下の水の流れを完全に一
体化させて計算するものである。
このため、流域全体の水資源に係る収支を考慮

しながら、地下水の流動状況を精緻に計算し、そ
の分布と変動を出力することが出来る。
「GETFLOWS」は精緻な計算を可能にする手法
である一方、その計算結果が実態を表しているか
どうかは、構築した解析モデル次第である。つまり、
計算結果の “確からしさ” は、解析モデルの” 確か
らしさ” であると考えている。
解析モデルの “確からしさ” は、モデル作成に入

力する情報の量・質、検証に用いた情報の量・質
に大きく左右される。モデル作成に入力する情報
とは、主に地層構造、水理構造であり、検証に用
いる情報とは、主に地下水位であるが、流域全体
を対象とした解析では、上記の情報の空白域が問
題となりがちである。
広域的な地盤情報（地層構造、地下水位等）の

取得には、後述する物理探査技術が有効であると
考えている。

４．濃尾平野での取り組み
” 確からしさ” を持った水循環解析モデルを構築

するべく、現在、濃尾平野を対象に物理探査によ
る調査と解析を進めている（図 3、図 4）。
広大なゼロメートル地帯を有する濃尾平野は、

伊勢湾台風により甚大な浸水被害を受けたことは
周知の事実である。
濃尾平野に分布する更新世の砂礫層は、被圧地
下水を豊富に胚胎しており、特に西濃地域では古
くから自噴井戸が多く分布している（図 5）。これ
らの自噴帯は、主として木曽川、長良川、揖斐川
が形成する扇状地により涵養し、養老断層や池田
山断層といった平野西縁の境界付近に集中する地
下水流動がもたらしている。

このように地下水が豊富な濃尾平野では、高度経
済成長期における多量の地下水の汲み上げにより広
域地盤沈下が発生し、これを抑制すべく取水規制
も含めた地下水管理がなされている。これにより近

図 3． 濃尾平野を対象とした水循環解析モデルの構
築範囲

図 4．濃尾平野の水循環解析モデル構築の流れ

図 5．濃尾平野における昭和初期の自噴帯分布
（東海三県地盤沈下調査会 ,1985）

年は広域地盤沈下が経年的には沈静化しているもの
の、平成 6年の渇水時においては年間の取水量は管
理基準値を下回ってはいながらも、夏季の一時的な
地下水の汲み上げが進み、地盤沈下が発生している。
災害時等の非常時において地下水の利用が過剰にな
れば再び地盤沈下が発生する恐れがあるといえる。

５．物理探査による地盤情報の取得
濃尾平野の地下水の涵養源である扇状地砂礫、地

下水を被圧させている（加圧している）沖積粘性土、
地下水の流動を規制し得る断層について、その構造
と水理特性（地下水の流れやすさ等）を把握するた
めに、西濃地域において空中電磁探査、微動アレイ
探査、牽引式電気探査、浅層反射を適用している。
今後は、これらの探査により把握した比抵抗値

及び S波速度構造を統合化することにより地層構
造を推定する手法を開発する予定である。

５．１　空中電磁探査
地下の電気の流れにくさの指標である比抵抗の

違いから地下構造を把握することを目的とし、ド
ローンのマルチコプターを利用した空中電磁探査
（以下ドローン空中電磁探査）を実施した。ドロー
ン空中電磁探査は、地上あるいは空中から電磁波
を発信し（1次磁場という）、地下で誘起される磁
場（2次磁場という）を空中から測定することによ
り、深度 50~200m 程度までの地下構造を短時間に
効率よく把握することができる手法である。
空中電磁探査は、これまで有人ヘリコプターを

用いて行われてきたが、ドローンの性能向上と探
査装置の小型化により、ドローンに機材を搭載し
て探査できるようになった（結城 ,2018）。ドロー
ン空中電磁探査は搭載量の制限からこれまで地上
に送信源を設置する空中電磁探査法を実施してき
たが、本研究では新たにドローンに搭載できる発

信装置を開発し、1機は送信機、もう 1機は受信機
を搭載した 2機のドローンで探査を行った。今回
は地上発信空中受信型と併用して探査を行った。
地上発信空中受信型の探査法は、地上に 300 ～

500 m 程度のケーブルを敷設してケーブルの両端
は大地にアースする。このケーブルに送信機から
通電する。受信は、このケーブルから 100 ～ 200 
m 程度離れた位置の上空からドローンで 2次磁場
を測定した。空中発信空中受信型の探査法は、1機
のドローンからループ送信源を曳航し、残る 1機
に受信機を搭載したドローンで測定する。ドロー
ンの 1回の測定時間は 15 分程度で、測線の距離に
応じてバッテリーを入れ替えて測定を行った。

得られた 2次磁場データを解析し、測線ごとの
比抵抗断面図を求めた。測定結果の一部を図 8、
図 9に示す。図の暖色系は高比抵抗（電気が流れ
にくい）、寒色系は低比抵抗（電気が流れやすい）
を表す。可探深度は地盤の比抵抗に影響を受け、
低比抵抗の地盤では可探深度が浅くなる。

５．２　微動アレイ探査
地下の弾性波速度分布の違いから地下構造を把
握することを目的として、微動アレイ探査を実施し
た。微動アレイ探査は、人工的な起震源が必要なく、

図 6．揖斐川流域における探査箇所

図 7．ドローン空中電磁探査測定装置

図 8．ドローン空中電磁探査結果図（1）
（地上発信空中受信型）

図 9．ドローン空中電磁探査結果図（2）
（空中発信空中受信型）
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信装置を開発し、1機は送信機、もう 1機は受信機
を搭載した 2機のドローンで探査を行った。今回
は地上発信空中受信型と併用して探査を行った。
地上発信空中受信型の探査法は、地上に 300 ～
500 m 程度のケーブルを敷設してケーブルの両端
は大地にアースする。このケーブルに送信機から
通電する。受信は、このケーブルから 100 ～ 200 
m 程度離れた位置の上空からドローンで 2次磁場
を測定した。空中発信空中受信型の探査法は、1機
のドローンからループ送信源を曳航し、残る 1機
に受信機を搭載したドローンで測定する。ドロー
ンの 1回の測定時間は 15 分程度で、測線の距離に
応じてバッテリーを入れ替えて測定を行った。

得られた 2次磁場データを解析し、測線ごとの
比抵抗断面図を求めた。測定結果の一部を図 8、
図 9に示す。図の暖色系は高比抵抗（電気が流れ
にくい）、寒色系は低比抵抗（電気が流れやすい）
を表す。可探深度は地盤の比抵抗に影響を受け、
低比抵抗の地盤では可探深度が浅くなる。

５．２　微動アレイ探査
地下の弾性波速度分布の違いから地下構造を把
握することを目的として、微動アレイ探査を実施し
た。微動アレイ探査は、人工的な起震源が必要なく、

図 6．揖斐川流域における探査箇所

図 7．ドローン空中電磁探査測定装置

図 8．ドローン空中電磁探査結果図（1）
（地上発信空中受信型）

図 9．ドローン空中電磁探査結果図（2）
（空中発信空中受信型）
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自然界にある低周波数の微振動を利用することで、
大がかりな装置を使うことなく、深度 100m 程度ま
での地下構造を把握することも可能な手法である。
一般的な微動アレイ探査は、数台の受振器を用いて
特定地点の 1次元の S波速度構造を推定する手法
として知られている。これに対し、本研究では、多
数の受振器を用いた直線配置の微動アレイ探査（小
西・斎藤，2018）を複数の測線で実施することで、
調査地域の 3次元的なS波速度構造を推定した。
微動アレイ探査に使用した受振器は独立型の地震

探査装置（McSEIS-AT）である。今回の測定では、
46台の受振器を10m間隔に直線状に配置し、約 30
分間の微動を測定した。測定毎の受振器の重複区間
を100mとし、受振器を移動させて測定を繰り返した。
最も長い測線（1800m）でも1日で測定が可能であった。
得られた微動のデータを解析して各測線の 2次

元 S 波速度断面を求め、それらをまとめて 3 次
元的な S波速度構造を推定した。測定結果の例を
図 10に示す。深部の S波速度が山側（図面左側）
と平地側（図面右側）で異なっており、異なる地
層を示しているものと推測される。

５．３　牽引式電気探査
牽引式電気探査は、前述の空中電磁探査と同様、
地盤の比抵抗構造を把握する手法である。通常の電
気探査では金属棒などの電極を地盤に打設する必要
があるのに対し、牽引式電気探査では、キャパシタ
電極と呼ばれるコンデンサーの原理を応用した電極
を用いて、地盤とは非接触で測定できる（物理探査
学会 , 2016）。この特徴から、測定システム全体を
牽引しながらの測定が可能であり、また電極打設が
困難な舗装道路上でも調査可能である。このため通
常の電気探査と比較して測定作業効率に優れた手法
である。図 11に測定の様子を示す。牽引式電気探
査システムに、位置情報取得用のRTK-GNSSシス
テムを取り付けて測定位置の計測も同時に行ってい
る。探査深度は 15m 程度で比較的浅部を対象とし
ており、例えば河川堤防での縦断方向の調査といっ
た長大構造物の調査でも活用される。
図12に牽引式電気探査の解析結果の一例を示す。
空中電磁探査の結果図と同様、図中の暖色系は高

比抵抗、寒色系は低比抵抗の箇所を表す。表層 3 m
程度以深では 500 Ω・m以上の高比抵抗を示す箇
所が優勢であり、このような箇所では一般的に高
比抵抗を呈する砂礫の存在が考えられる。

６．おわりに
西濃地域における物理探査の適用を経て、1週間
程度の現地計測を行うことで、深さ100m、延長 6km
の比抵抗断面図を作成することが出来た。微動アレ
イ探査や、浅層反射法を併用することにより、これま
で不明確であった断層付近の透水性を含む水理構造
の推定にも活用できるものと考えている。今後、災
害時における地下水利用に向けた水循環解析モデル
の構築に、物理探査技術が寄与することを期待する。
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図 10．微動探査によって得られた S 波速度断面

図 11．牽引式電気探査の実施状況

図 12．牽引式電気探査 結果例

１．はじめに
水循環基本法では、「水が国民共有の貴重な財産

であり、公共性の高いもの」と位置づけられ、水
が健全に循環し、その恵沢を将来にわたり享受で
きるよう、水循環に関する施策を総合的かつ一体
的に推進していくこととされている。
一方で、同法で「水循環とは、水が、蒸発、降下、

流下又は浸透により、海域等に至る過程で、地表
水又は地下水として河川の流域を中心に循環する
こと」と定義されているとおり、水循環とは様々
なプロセスを包含した極めて複雑な系である。
そのため、水循環に関する施策を推進するには、

水循環系を理解した上で、施策の効果の評価が必
要不可欠である。そこで、これを支援とする技術
として、「水循環解析」が重要なツールになり得る
と考えている。
水循環解析とは、計算機の中で様々な水循環に

関するプロセスを再現し、連成させ解析する技術
である。参考に、図 2に水循環解析モデルの概念

図を示す。これにより、観測では得られない水文
プロセスの諸量や水収支の把握が可能となる。ま
た、施策の有り無しで解析結果を比較することで、
施策が複雑な水循環系にどのような影響を与え、
期待する効果が得られるかの定量的な評価が可能
となる。
弊職は、これまで鳥取県千代川流域及び福井県

水循環解析の更なる社会実装に向けて
国土交通省国土技術政策総合研究所河川研究部水循環研究室　西村宗倫

図 1　水循環の目指す姿
［出典：内閣官房水循環政策本部事務局※2］

図 2　水循環解析モデルの概念図
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